
◆ ５月１日から国民年金第１号被保険者の「臨時特例手続き」が開始

2020年５月１日から国民年金第１号被保険者に対する「臨時特例手続き」が開始する。これは、新型コロナ
ウイルス感染症の影響により収入源となる業務の喪失や売り上げの減少などが生じ、収入が相当程度まで下
がった場合は、臨時特例措置として本人申告の所得見込額を用いた簡易な手続きにより国民年金保険料免除
の手続きが可能になるもの。学生についても、収入が相当程度まで下がった場合は、同様に本人申告の所得
見込額を用いた簡易な手続きにより、国民年金保険料学生納付特例申請が可能となる。

国民年金保険料の特例免除（免除・猶予）について

【対象者】
①2020年２月以降に、新型コロナウイルスの感染症の影響により収入が減少した国民年金第１号被保険者
②�2020年２月以降の所得等の状況から見て、当年中の所得が、現行の国民年金保険料の免除等に該当す
る水準になることが見込まれる国民年金第１号被保険者

【対象期間】 2020年２月分以降の国民年金保険料
【申請の受付開始日】 2020年５月１日
【申請先】
申請書は住民登録をしている市（区）役所・町村役場または年金事務所へ郵送。

【必要書類】
〇国民年金保険料免除・納付猶予申請書（図１）
〇所得の申立書（図２）
※マイナンバーにより郵送で申請される場合は、マイナンバーカードの写しなどの本人確認書類を添付する。

学生納付特例申請について

【対象期間】 2020年２月分以降の国民年金保険料
【申請の受付開始日】 2020年５月１日
【申請先】
申請書は住民登録をしている市（区）役所・町村役場または年金事務所へ郵送。

【必要書類】
〇学生納付特例申請書（図３）
〇所得の申立書
※所得の申立書は、以下の対象期間毎に申立書（臨時特例用）が異なる。

・2019年度分：2020年２月～2020年３月（図４）
・2020年度分：2020年４月～2021年３月（図５）
〇学生証の写し
※マイナンバーにより郵送で申請される場合は、マイナンバーカードの写しなどの本人確認書類を添付する。
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【図１】 国民年金保険料免除・納付猶予申請書 【図２】 �国民保険労免除・納付猶予申請用 
簡易な所得見込額の申立書

【図３】 学生納付特例申請書 【図４】 �学生納付特例申請用　簡易な所得見
込額の申立書（2019年度分）
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◆ 「障害状態確認届（診断書）」の提出期限を延長 ～新型コロナウイルス感染症の影響～

日本年金機構は2020年５月８日、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、「障害状態確認届（診断書）」
の提出期限を１年間延長することを公表した。2020年２月末から2021年２月末までに提出期限を迎える人に
ついて、提出期限がそれぞれ１年間延長される。これに伴い、2020年２月か同年６月の間に提出期限を迎え
る人は、現時点で診断書を作成・提出する必要はなくなり、また、2020年７月から2021年２月までの間に提
出期限を迎える人は、本年は日本年金機構から「障害状態確認届（診断書）」を送付しない。対象者には個別
に提出期限延長の通知を送付する。なお、特別障害給付金の受給者も対象となる。

◆ 子ども・子育て拠出金率が改定

2020年４月より子ども・子育て拠出金率が1,000分の3.4（0.34％）から1,000分の3.6（0.36％）に改定された。
子ども・子育て拠出金は、子育て支援として事業主が全額（標準報酬月額×拠出金率）を負担し、日本年金

機構が徴収する。

◆ 月間給与総額は一般労働者42.5万円、パートタイム労働者10.0万円 
～「毎月勤労統計調査（2019年度）」～

厚生労働省は2020年５月22日、「毎月勤労統計調査（2019年度分結果確報）」を公表した。これによると、
従業員５人以上規模の事業所における月間給与総額は、全体で322,837円で、うち一般労働者は425,342円（前

【図５】 �学生納付特例申請用　簡易な所得見
込額の申立書（2020年度分）
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年度比0.5％増）、パートタイム労働者99,958円（同0.2％増）であった。所定内給与は一般労働者が314,072円
（同0.6％増）、パートタイム労働者（時間当たり給与）が1,175円（2.8％増）となった。
月間現金給与総額を産業形態別にみると、一般労働者では「電気・ガス業」の586,286円（所定内給与

398,536円）、次いで「学術研究等」の524,53円（同378,628円）、「金融業・保険業」の523,744円(同369,769円)
となっており、最も低いのは「飲食サービス業」の296,306円（同242,229円）となっている。なお、前年度比で
伸び率が最も高いのは「鉱業、採石業等」の4.6％、最も低いのは「複合サービス事業」の-1.1％となっている。
パートタイム労働者では「製造業」の121,119円（所定内給与110,936円）が最も高く、次いで「医療福祉」の
117,706円（同110,873円）で、最も低いのは一般労働者同様「飲食サービス業」の76,227円（同72,766円）とな
っている。前年度比で伸び率が最も高いのは「卸売業、小売業」の2.4％、最も低いのは「その他のサービス業」
の-1.2％となっている。
なお、全労働者に占めるートタイム労働者の比率は年々上昇しており、2019年度は31.51％となている。

◆ 2020年３月末現在の国民年金の月次保険料納付率は３年経過納付率で75.5％

厚生労働省は2020年５月29日、2020年３月末現在の国民年金保険料の納付率を公表した。

【2017年３月分の納付率】（３年経過納付率）
対前年同期比1.0％増の75.5％であった。３年経過納付率は最終的な納付率の状況を示すものとなってい

る。納付対象月数は940万月で、納付月数は710万月。

【2018年３月分の納付率】（２年経過納付率）
対前年同期比4.6％増の76.1％であった。納付対象月数は887万月で、納付月数は674万月。

【2019年３月分の納付率】（１年経過納付率）
１年経過納付率は73.2％であった。納付対象月数は863万月で、納付月数は632万月。

なお、都道府県別に見ると、１年経過納付率・２年経過納付率・３年経過納付率ともに最も高いのは島根
県で、３年経過納付率は87.3となっている。
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